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令和７年度 年度更新のポイント 

 

１． 主な変更点・留意点等 

 

 

（１）労災保険率及び労務費率 

  令和７年度の変更はありません。 

  詳細は厚生労働省ホームページにてご確認ください。 

 

（２）雇用保険料率 

  令和７年度は下記のとおり変更となります。 

     負担者 

事業の種類    

① 

労働者負担 

② 

事業主負担 

①＋② 

雇用保険料率 

一般の事業 5.5/1000 9.0/1000 14.5/1000 

農林水産・ 

清酒製造の事業 
6.5/1000 10.0/1000 16.5/1000 

建設の事業 6.5/1000 11.0/1000 17.5/1000 

 

（３）保険料の計算について 

一元適用事業場（末尾０、１）で労災保険と雇用保険の賃金総額が同額で

ある場合で、労災保険料と雇用保険料を計算した結果、それぞれ「0.5円」

の差額が発生した場合は、労災保険料に「１円」を加算します。 

 

（例）一元適用事業で労災保険と雇用保険の賃金が同額 

労災保険率：6.5/1000、雇用保険率：14.5/1000 

賃金総額:2,563,000円 

【労災保険料】2,563×6.5＝16,659.5円 →（申告書内訳記載分）16,660円 

【雇用保険料】2,563×14.5＝37163.5円 →（申告書内訳記載分）37,163円 

【拠 出 金】2,563×0.02＝51円 

 

 

（４）「一括有期事業報告書」「一括有期事業総括表」について 

  令和６年度から労災保険率及び労務比率が変更となっているため、計算誤

りのないようご注意ください。 
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（５）元請工事のない「一括有期事業報告書」及び「一括有期事業総括表」の

提出省略 

元請工事がない場合、「一括有期事業報告書」及び「一括有期事業総括表」

の提出は不要です。 

 

（６）一括有期事業における事務手続きの留意点 

平成３１年４月１日以降に開始した一括有期事業については、地域要件が

なくなっています。 

したがって、平成３１年４月１日以降に開始した工事で、令和７年３月３

１までに終了した工事については地域に関わらず一括して申告をしてくださ

い。 

  業種番号３１（水力発電施設、ずい道等新設事業）で平成３０年４月から

令和３年１月までに開始した工事に係る総括表の記載方法等については、厚

生労働省のホームページをご確認ください。 

  

（７）年度途中で個別から委託となる場合の取り扱い 

  保険料の申告・納付の手続きについては次のとおりです。 

 ア 委託に伴い第一種特別加入を希望しない場合は、年度末まで個別の労働

保険番号を使用して確定精算し、事務組合は翌年度の概算保険料から申

告・納付する。 

イ 委託に伴い第一種特別加入を希望する場合は、委託年月日の前日で個別

の労働保険番号を確定精算し、委託年月日以降の概算保険料については特

別加入分、一般保険料分とも事務組合で申告納付する。 
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２．申告書の提出、保険料・一般拠出金の納付について 

 

 

（１）提出書類 

① 申告書 

② 労働保険料及び一般拠出金の「申告書内訳」 

③ 総コン利用組合のみ「申告書内訳総括表」 

④ 電子化した申告書内訳を提出する場合「電子媒体（ＤＶＤまたはＣＤ）」 

⑤ 末尾５の一括有期の場合、「一括有期事業報告書」「一括有期事業総括表」 

（令和６年度中に終了した元請工事がない場合、提出の必要はありませ

ん。） 

⑥ 特別加入者関係で、令和６年度中途に新規加入や脱退により月割計算の

対象者がいる場合には、「特別加入保険料算定基礎額特例計算対象者内訳」 

 

（２）提出期限・提出先 

①  提出期限：令和７年７月１０日（木）厳守 

②  提出先 ：広島労働局総務部労働保険徴収課 

③  申告受理会：７月９日（水）、７月１０日（木） 

広島合同庁舎２号館１階（詳細は別途通知） 

 

（３）法定納期（令和７年度） 

 

法定納期 

確定不足、 

一般拠出金 

第１期 

 

第２期 

 

第３期 

口座振替を利用

しない場合の納

期限 

 

７月１０日（木） 

 

１１月１４日（金） 

 

２月１６日（月） 

 

口座振替納付日 ９月８日（月） 
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３ 年度更新業務の流れ 

 

 

（１）手書き・自コン組合 

  ①「算定基礎賃金等の報告、一括有期事業報告書、一括有期事業総括表」

の配布 

  ② 上記書類の回収 

  ③ 申告書内訳、申告書等の作成 

  ④ 申告書内訳、申告書等の労働局への提出 

 

（２）総コン組合 

  ①「算定基礎賃金等の報告、一括有期事業報告書、一括有期事業総括表」

の配布 

  ② 上記書類の回収 

  ③ 賃金データ連絡票の作成及び労保連への提出 

  ④ 申告書内訳、申告書内訳総括表を労保連から受理 

  ⑤ 申告書の作成 

  ⑥ 申告書、申告書内訳総括表、申告書内訳等の労働局への提出 
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国の口座振替納付制度 

 

 

１ 口座振替納付制度とは 

  納付者である事務組合とその預金口座のある金融機関（口座振替取扱金融

機関に限る）との口座振替に関する契約に基づき、国から金融機関に送付さ

れる納付書に従って、金融機関が振替納付日に当該納付書に記載された保険

料を事務組合が指定した預金口座から引落し、国庫へ振り替えることによっ

て、労働保険料を納付するものです。 

    この制度を利用することにより、事務組合は金融機関に直接出向くことな

く、労働保険料の納付を確実に行え、事務負担の軽減にもつながります。 

 

２ 口座振替の対象となる労働保険料 

 概算保険料、確定保険料の不足額及び一般拠出金 

  ※ 概算減額修正に伴う一般拠出金、確定修正保険料、追加徴収保険料、

追徴金、延滞金等は対象外 

 

３ 滞納事業場が発生した場合 

  滞納事業場が発生した場合は保険料専用口座の残額が振替予定額に達して

いたとしても、口座振替日の前日までに、契約金融機関に対して滞納が発生

している基幹番号の振替を停止し、振替不能の依頼を行った上、滞納額を除

いた金額を納付書により納付してください。 

この場合、滞納が発生した末尾（メリット事業場の場合は当該メリット事

業場）にかかる口座振替のみを停止してください。 

  また、滞納事業場が発生した場合は「労働保険料等滞納事業場報告書」を

提出してください。 
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労働保険料等滞納事業場報告書、督促状況報告書、 

労働保険料等納入事業場報告書の記入要領 

 

 

１ 労働保険料等滞納事業場報告書 

（提出期限：法定納期経過後１４日以内の指定された期限） 

（１）基幹番号の末尾ごとに作成 

（２）報告年月、徴定年度、提出年月日の「元号」については令和「９」を使

用して記入。 

（３）報告年月は法定納期を記入 

  ① １期分：令和７年７月１０日又は９月８日 

  ② ２期分：令和７年１１月１４日 

  ③ ３期分：令和８年２月１６日 

（４）徴定年度は「９－０７」（令和６年度の確定不足であっても同じ） 

（５）徴定区分は次のとおり 

 ① 令和６年度確定不足分：「６２」 

② 令和７年度一般拠出金：「７２」 

③ 令和７年度概算１期分：「２１」 

④ 令和７年度概算２期分：「２２」 

⑤ 令和７年度概算３期分：「２３」 

 

２ 督促状況報告（提出期限：翌月１０日） 

滞納事業場への督促状況を記入し、毎月労働局へ提出してください。 

 

３ 労働保険料等納入事業場報告書（提出期限：翌月１０日） 

（１）滞納事業場の保険料を国へ納付した際に、納付のあった月毎にまとめ労

働局へ提出 

（２）他の記入要領は労働保険料等滞納事業場報告書と同様 

 

 

 ＊ 納入事業場報告書と滞納事業場報告書の様式が似ていることから、誤っ

て記載されるケースが散見されます。記入の際は十分ご注意ください。



7 

 

一括有期事業総括表の特別加入者欄の記入要領 

 

１ 手書き・自コン組合 

特別加入者

の氏名 

６年度の 

給付基礎

日額 

適用 

月数 

区

分 

７年度の  

給付基礎

日額 

広島 市郎 20,000   継 20,000  確定 12 か月、日額変更

なし 

基町 太郎 20,000   変 18,000  確定 12 か月、日額を変

更する 

牛田 四郎 6,000  12 脱  確定 12 か月、７年３月

脱退 

立町 次郎 

 

16,000  6 継 16,000  ６年 10 月から加入 

広島 健太 

 

8,000  5 脱  ６年８月中に脱退 

白島 三郎 

 

  新 10,000  ７年４月から新規加入 

   

２ 総コン組合 

特別加入者

の氏名 

６年度の 

給付基礎

日額 

適用月数 ７年度の  

確

定 

概

算 

給付基礎

日額 

広島 市郎 20,000    20,000  確定 12 か月、日額変更

なし 

基町 太郎 20,000    18,000  確定 12 か月、日額を変

更する 

牛田 四郎 6,000  12 0    確定 12 か月、７年３月

脱退 

立町 次郎 

 

16,000  6 12 16,000  ６年 10 月から加入 

広島 健太 

 

8,000  5 0   ６年８月中に脱退 

白島 三郎 

 

  12 10,000  ７年４月から新規加入 
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３ 賃金総額の計算方法 

広島 市郎 20,000 円×365 日＝7,300,000 円 

基町 太郎 20,000 円×365 日＝7,300,000 円 

牛田 四郎 6,000 円×365 日＝2,190,000 円 

立町 次郎 16,000 円×365 日＝5,840,000 円 

5,840,000 円÷12＝486,666.666（１円未満切上げ） 

486,667 円（1 か月分）×6 か月＝2,920,002 円 

広島 健太 8,000 円×365 日＝2,920,000 円 

2,920,000 円÷12＝243,333.333（１円未満切上げ） 

243,334 円（1 か月分）×5 か月＝1,216,670 円 

白島 三郎 確定に係る賃金総額＝０円 

合 計 20,926,672 円 

 ※別添の「特別加入保険料算定基礎額表(月割早見表)」をご確認ください。 
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中小事業主等特別加入（第１種特別加入） 

 

１ 特別加入期間の算定 

（１） 新たに特別加入者となった者の取扱い 

① 特別加入申請書（以下「申請書」という）により承認された場合 

原則、申請書の受付翌日から「加入」となり、算定期間は「申請書の

受付翌日の属する月から」から起算します。 

申請書の「特別加入を希望する日」欄に記載された日付により承認さ

れた場合は、算定期間は「特別加入を希望する日の属する月から」から

起算します。 

② 特別加入に関する変更届（以下「変更届」という）により承認された

場合 

原則、変更届の受付翌日から「加入」となり、算定期間は「変更届受

付の翌日の属する月から」から起算します。 

変更届の「変更決定を希望する日」欄に記載された日付により承認さ

れた場合は、算定期間は「変更決定を希望する日の属する月から」から

起算します。 

変更届の「異動年月日」欄の日にちが受付日より先日付となっている

場合、算定期間は「異動年月日」の属する月から起算します。 

 

（２）特別加入者に該当しなくなった者の取扱い 

① 特別加入脱退申請書（以下「脱退申請書」という）により承認された

場合 

脱退申請書による脱退は、大きく分けて当然脱退と任意脱退に分けら

れます。 

当然脱退（特別加入の加入要件に該当しないもの）と認められる脱退

理由により脱退される場合、算定期間は「脱退申請書の『申請の理由（脱

退の理由）』欄に記載された日にちの属する月まで」となります。 

任意脱退（実態では特別加入の加入要件に該当するが、希望により脱

退するもの）の場合、算定期間は「脱退の承認日の属する月まで」とな

ります。 

脱退申請書の「脱退を希望する日」欄に記載された日付により承認さ

れた場合は、算定期間は「脱退を希望する日の属する月まで」となりま

す。 

② 特別加入に関する変更届（以下「変更届」という）により承認された

場合 
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原則、変更届の異動年月日をもって「脱退」となり、算定期間は「変

更届の異動年月日の属する月まで」となります。 

変更届の「変更決定を希望する日」欄に記載された日付により承認さ

れた場合は、算定期間は「変更決定を希望する日の属する月まで」とな

ります。 

③ 委託解除の場合 

委託解除日をもって特別加入を脱退する場合において、特別加入の地

位は自動消滅するため、脱退申請書は不要です。 

なお、委託解除以外の場合（退職、死亡等）は脱退申請書が必要とな

ります。 

   

２ 特別加入保険料の算定基礎額の特例 

特別加入保険料の月割については、年度途中で加入・脱退した場合、加入

期間（加入月数）に応じた月割計算ができることとなっています。 

月割計算した場合は「特別加入保険料算定基礎額特例計算対象者内訳」（別

紙様式第 2号）を作成し、提出してください。 

作成にあたっては次のことに注意してください。 

① 枝番号ごとに小計を算出すること 

② 様式は年度更新時のみ作成し、提出すること 

 

月割の特別加入保険料算定基礎額の計算方法 

 

給付基礎日額×３６５÷１２＝１ヶ月分の保険料算定基礎額 

（１円未満の端数が生じる時は、これを１円に切り上げます。） 

１ヶ月分の保険料算定基礎額×加入月額＝特例による算定基礎額 

（その月数に１ヶ月未満の端数がある時は、これを１ヶ月とします。） 

 

（例） 

給付基礎日額 8,000円 

加入、脱退  加入承認     ６年５月１５日 

脱退承認   ７年３月７日 

１１ヶ月分の保険料算定基礎額  

      ＝(8,000円×365日／12ヶ月（端数切り上げ）)×11ヶ月 

      ＝243,334×11 

      ＝2,676,674円 

 ＊別添の「特別加入保険料算定基礎額表(月割早見表)」も参照してください。 

11ヶ月 
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３ 給付基礎日額 

すでに決定された給付基礎日額の変更を希望する場合、給付基礎日額変更

申請書を提出するか、年度更新の「申告書内訳」にその旨を記載するかのい

ずれかにより、概算保険料からの変更申請を行うことができます。 

受付期間 ①日額変更申請書：前年度３月２日～３月３１日、 

６月１日～７月１０日 

②申 告 書 内 訳：６月１日～７月１０日 

給付基礎日額変更申請書には、事務組合名等を記載する欄がありませんが、

申請書余白に事務組合の記名をお願いいたします。 

特別加入者の給付基礎日額の申請にあたっては、特別加入者の所得水準に

見合った額で申請するようにしてください。 

なお、給付基礎日額が変更できるのは、先ほどのいずれかの時期のみとな

ります。年度中途で変更することはできません。 

日額変更の取り扱いについては次のとおりとしますので注意してください。 

   ① ４月１日からの特別加入者の継続委託については、年度更新時の日

額変更は可能。 

   ② ４月１日以降新たに承認を受けた特別加入者については、年度更新

時の日額変更は不可。 

   ③ ３月に日額変更を行った者について、年度更新時に再度の日額変更

は不可。 

 

４ 特別加入の継続委託 

特別加入の継続委託とは、特別加入をしたまま、ある事務組合から、別の

事務組合へ日にちを空けずに委託替えをすることをいいます。 

この場合、旧事務組合の委託解除の手続きが速やかに行われないと新事務

組合の手続きが行えませんので、ご注意ください。 

（１）提出する書類 

新事務組合は「保険関係成立届・事務処理委託届」とあわせて、旧事務

組合の「委託解除通知書」の写しを添付して提出してください。 

委託解除通知書（写）が添付されない場合は、「継続委託」はできません

ので、特別加入申請書を提出してください。 

（２）継続委託をする前に注意すべきこと 

継続委託する場合、新事務組合は委託事業主から「特別加入が承認され

たことがわかるもの」（特別加入承認通知書、特別加入申請書、特別加入に

関する変更届等）の写しを提出させることにより、従前の承認内容等につ
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いて確認する必要があります。 

委託事業主が承認内容を承知していないときは、新事務組合は委託事業

主に対して旧事務組合から関係書類の写しを入手させる等により承認内容

を確認する必要があります。 

したがって、特別加入承認通知書等が届きましたら、委託事業主に交付

することはもちろん、労働保険事務組合もその写しを保管しておいてくだ

さい。 

 

５ 特別加入の加入時健診 

  以下の業務については加入時健診の指示漏れを防ぐため、特定業務欄に

「該当なし」と記載されていても詳細を確認しています。 

（１）塗装業務：有機溶剤を使用するか否か（屋内外は問わず）。 

（２）溶接業務：アーク溶接（粉じん業務）であるか否か。 

該当する場合で定められた期間以上従事している場合は、監督署から指示

書を受け、健康診断を受ける必要があります。 

申請書作成時に（１）（２）の業務については加入時健診が必要かどうか十

分ご確認いただくようよろしくお願いします。 

 

６ 特別加入に関するその他の注意事項 

（１）確定保険料を算出する時点で、使用労働者がゼロになり特別加入者のみ

になった場合、労災給付ができなくなる可能性がありますので、 概算から

脱退の処理を行ってください。 

（２）特別加入は包括加入が原則です。複数の特別加入者がいる場合、特別加

入者の死亡、退職等以外の理由での一部の特別加入者の脱退はできません。 

（３）特別加入申請書、特別加入に関する変更届、特別加入脱退申請書の先出

し申請については、承認を希望する日の３０日前から受理できることと定

められています。 

３０日より前に提出されても受理はできませんのでご注意ください。 

（４）特別加入の変更届の「特別加入者の異動」欄を記入する際には、「氏名」

欄の余白に特別加入者でなくなった理由を記入してください。 

（５）特別加入に関する変更届・特別加入脱退申請書を提出する際には、裏面

下段に事務組合の名称・電話番号の記入をお願いします。 
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労働保険料還付請求書の記入要領 

 

 

１ 年度更新時に還付請求書が必要な場合 

（１）一つの末尾において、令和６年度の確定保険料と申告済概算保険料を比

較して、申告済概算保険料の方が多い場合は、令和７年度の概算保険料に

充当するが、充当してもなお申告済概算保険料が余る場合 

  → 他の末尾や一般拠出金に充当することも可能ですが、原則、還付とな

ります。 

 

（２）令和６年度メリット事業場で令和７年度から非メリットとなる事業場に

おいて、令和６年度の確定保険料と申告済概算保険料を比較して、申告済

概算保険料の方が多い場合（過納となった場合） 

→ 当該事業場の令和７年度の概算保険料を申告する末尾（母体）に充

当となります。 

 

２ 記入要領 

（１）末尾ごとに記入すること。 

（２）①欄は還付金を振り込む口座（事務組合の口座に限る）を記入すること。 

ただし、充当により還付金の振込みがない場合は、記入する必要はあり

ません。 

（３）②欄は充当元の保険料の額を記入し、充当額を記入した後、最終的な還

付請求額を記入すること。 

（４）③欄は充当がある場合に、充当先の労働保険番号、種別、充当額を記入

すること。 

 

３ 提出時期 

  申告書や申告書内訳等の提出書類と一緒に広島労働局に提出すること。 



1
4
 

 

 

2か月 3か月 4か月 5か月 6か月 7か月 8か月 9か月 10か月 11か月

25,000 9,125,000 760,417 1,520,834 2,281,251 3,041,668 3,802,085 4,562,502 5,322,919 6,083,336 6,843,753 7,604,170 8,364,587

24,000 8,760,000 730,000 1,460,000 2,190,000 2,920,000 3,650,000 4,380,000 5,110,000 5,840,000 6,570,000 7,300,000 8,030,000

22,000 8,030,000 669,167 1,338,334 2,007,501 2,676,668 3,345,835 4,015,002 4,684,169 5,353,336 6,022,503 6,691,670 7,360,837

20,000 7,300,000 608,334 1,216,668 1,825,002 2,433,336 3,041,670 3,650,004 4,258,338 4,866,672 5,475,006 6,083,340 6,691,674

18,000 6,570,000 547,500 1,095,000 1,642,500 2,190,000 2,737,500 3,285,000 3,832,500 4,380,000 4,927,500 5,475,000 6,022,500

16,000 5,840,000 486,667 973,334 1,460,001 1,946,668 2,433,335 2,920,002 3,406,669 3,893,336 4,380,003 4,866,670 5,353,337

14,000 5,110,000 425,834 851,668 1,277,502 1,703,336 2,129,170 2,555,004 2,980,838 3,406,672 3,832,506 4,258,340 4,684,174

12,000 4,380,000 365,000 730,000 1,095,000 1,460,000 1,825,000 2,190,000 2,555,000 2,920,000 3,285,000 3,650,000 4,015,000

10,000 3,650,000 304,167 608,334 912,501 1,216,668 1,520,835 1,825,002 2,129,169 2,433,336 2,737,503 3,041,670 3,345,837

9,000 3,285,000 273,750 547,500 821,250 1,095,000 1,368,750 1,642,500 1,916,250 2,190,000 2,463,750 2,737,500 3,011,250

8,000 2,920,000 243,334 486,668 730,002 973,336 1,216,670 1,460,004 1,703,338 1,946,672 2,190,006 2,433,340 2,676,674

7,000 2,555,000 212,917 425,834 638,751 851,668 1,064,585 1,277,502 1,490,419 1,703,336 1,916,253 2,129,170 2,342,087

6,000 2,190,000 182,500 365,000 547,500 730,000 912,500 1,095,000 1,277,500 1,460,000 1,642,500 1,825,000 2,007,500

5,000 1,825,000 152,084 304,168 456,252 608,336 760,420 912,504 1,064,588 1,216,672 1,368,756 1,520,840 1,672,924

4,000 1,460,000 121,667 243,334 365,001 486,668 608,335 730,002 851,669 973,336 1,095,003 1,216,670 1,338,337

3,500 1,277,500 106,459 212,918 319,377 425,836 532,295 638,754 745,213 851,672 958,131 1,064,590 1,171,049

特 別 加 入 保 険 料 算 定 基 礎 額 表 （ 月 割 早 見 表 ）

給付基礎

日　　額

保険料算

定基礎額

特例による

１/１２の額

加 入 期 間 別 の 保 険 料 算 定 基 礎 額

別添 


